


盛土造成地が滑動・崩落した地区に対応するための事業制度の創設 

 

 東日本大震災では、多数の宅地に甚大な被害が生じており、特に盛土造成地に甚大な被害が集中し、地盤が滑動又は崩落する
ことにより周辺公共施設（道路・下水道等）を含む盛土全体が被災する事例が顕著。 
 
 
 

 

背  景 

甚大な宅地被害～比較的小規模なものも多数 

 ○ 災害予防の観点から制度設計されている既存の｢大規模
盛土造成地滑動崩落防止事業｣を参考にしつつ、すでに
被害を受けている宅地の実情に即応できる新制度を創設 

 

 ○ 再度災害防止を図る観点から滑動崩落防止の緊急対策
工事を実施 

既存の大規模盛土造成地滑動崩落防止事業 

 

   １／４ 

①交付率 

盛土面積が3,000m2以上であり、かつ盛土上に存在する 
家屋が１０戸以上 

②事業の対象となる盛土造成地の要件 

 

道路（高速自動車国道、一般国道、都道府県道）、 

河川、鉄道、避難地又は避難路 

③崩落で被害のおそれのある公共施設等の対象 

造成宅地滑動崩落緊急対策事業（創設） 

 

   １／２ （特別な場合は２／３※） 
 ※ 放置すれば災害への対応に広域にわたり重大な支障を

きたすおそれがあるような施設等の保護。 

①交付率 

 

盛土をする前の地盤面が２０度以上かつ盛土高さが５ｍ
以上であり、かつ家屋が５戸以上のもの も対象 

②事業の対象となる盛土造成地の要件 

 

一定の要件を満たす市町村道、 

家屋１０戸以上 も対象 

③崩落で被害のおそれのある公共施設等の対象 


